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第１ 請求の受付 

１ 請求人 

練馬区  Ａ 

練馬区  Ｂ 

練馬区  Ｃ 

練馬区  Ｄ 

練馬区  Ｅ 

練馬区  Ｆ 

練馬区  Ｇ 

練馬区  Ｈ 

２ 請求書の受付日 

平成26年８月26日 

３ 請求の内容 

 請求人が提出した「住民監査請求書」（別紙）による主張事実の要旨および措

置請求は、つぎのとおりである。 

⑴ 主張事実の要旨 

ア 練馬区が策定した関越自動車道高架下活用計画（以下「本件計画」とい

う。）は、以下のとおり著しく妥当性を欠き、重大な違法性を有する。 

(ｱ) 個人の生命、身体、精神および生活に関する利益は各人の人格権に根

差すものであるが、本件計画は請求人らを含む周辺住民の人格権を著し

く侵害する。 

ａ 関越自動車道建設当時、高架式で道路建設がなされた理由は、地域

分断を避け、災害時の避難路を確保し、住宅地の通風を確保する必要

があったためであり、本件計画は建設当時の経緯・趣旨に反するもの

で、本件計画の実施により周辺住民の生命、身体、精神および生活が

著しく害される。 

ｂ 関越自動車道が著しく老朽化していること、2012年 12月２日に山

梨県大月市笹子町の中央自動車道上り線の笹子トンネルで崩落事故が

起きており社会インフラの老朽化問題は深刻であること、マグニチュ

ード７クラスの首都直下型地震が起きる現実的可能性があること等の

事実を考慮すれば、利用者および周辺住民の生命、身体等の具体的な

危険がある。 

(ｲ) 本件計画は、平成 21年１月 26日付け国道利第 19号「高架の道路の

路面下及び道路予定区域の道路占用の取扱いについて」（以下「19号通

達」という。）の別紙１「高架下の占用許可基準等」（以下「占用許可基

準」という。）を充足しておらず、ひいては道路法（昭和27年法律第180

号）第33条の道路占用許可基準に違反する違法・不当なものである。 

ａ 占用許可基準１⑵(ｱ)は「都市分断の防止又は空地確保を図るため
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高架の道路とした場合の当該高架下の占用……でないこと」と規定し

ているが、関越自動車道が高架式で建設された理由は上記のとおりだ

から、本件計画はこの占用許可基準に反する。 

ｂ 占用許可基準１⑵(ｲ)は「緊急の場合に備え、原則として、市街地

にあっては最低約30ｍごと……に横断場所を確保しておくこと」と規

定しているが、本件計画では30ｍごとの横断場所が確保されていない。 

ｃ 占用許可基準１⑵(ｶ)は「天井は、原則として高架の道路の桁下か

ら 1.5ｍ以上空けること」と規定しているが、本件計画によれば、高

架下に建築される施設の中に高架の道路の桁下から 1.5ｍ以上空かな

いものが含まれており、占用許可基準を遵守することは困難である。 

ｄ 占用許可基準１⑵(ｷ)は「壁体は、原則として……橋脚から1.5ｍ以

上空けること」と規定しているが、本件計画のうち例えば高齢者セン

ターの廊下（連絡通路を含む。）幅を1.8ｍとする案によれば、橋脚か

ら 1.5ｍの距離をとることはできないので、占用許可基準は遵守され

ない。 

(ｳ) 平成 21年１月 26日付け国道利第 17号「高架の道路の路面下及び道

路予定区域の有効活用の推進について」（以下「17号通達」という。）の

「３ 高架下の占用に関する留意事項」⑴は「高架の道路は橋脚によっ

て支えられる特殊な構造の道路であり、損壊等の事故が発生した場合に

被害が甚大となることから、高架下の占用については、高架の道路の保

全に支障がない場合に認められるものであること」と規定しているが、

本件計画は上記のとおり、主として安全確保のために定められた占用許

可基準１⑵の(ｱ)(ｲ)(ｶ)(ｷ)に違反しているので、「高架の道路の保全に

支障がない場合」に該当しない。 

(ｴ） 練馬区福祉のまちづくり推進条例（平成 22年３月練馬区条例第 16

号）第31条は「不特定かつ多数の者が利用し、または主として高齢者、

障害者等が利用する廊下等は……安全に歩行するために必要な高さお

よび空間を確保しなければならない」と規定していることから、高齢者

センターの廊下幅は 1.8ｍ程度は必要となり、仮に本件計画を変更して

橋脚から1.5ｍの距離をとれば、同条に違反する結果となる。 

イ 以上アのとおり、本件計画は著しく妥当性を欠き、重大な違法性を有す

るため、平成25年度および26年度の関越自動車道高架下活用関係経費に

関する公金支出（以下「本件財務会計行為」という。）も違法・不当である。 

⑵ 措置請求 

 監査委員は区長に対し、つぎの措置を講ずるよう勧告することを求める。 

ア 平成25年度に支出した関越自動車道高架下活用関係経費である「関越高

架下測量委託料」、「施設建設懇談会委員等謝礼」、「基本設計等業務委託料」

について、区長、副区長および会計管理室長に支出額相当額の損害賠償を
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するなどの損害を填補するための必要な措置 

イ 平成 26年度の関越自動車道高架下活用関係経費のうち未履行分につい

ては公金支出の差止め、既履行分については区長、副区長および会計管理

室長に支出額相当額の損害賠償をするなどの損害を填補するための必要な

措置 

４ 要件審査 

 本件措置請求は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）

第 242条第１項に定める法定要件を具備しているものと認め、平成 26年９月

10日これを受理した。 

５ 暫定的停止勧告に関する判断 

 本件財務会計行為が違法であると思料するに足りる相当な理由があり、当該

行為により、区に生ずる回復の困難な損害を避けるため緊急の必要があるとは

認められないことから、法第242条第３項の規定による暫定的停止勧告は必要

ないと判断した。 

 

第２ 監査の実施 

１ 監査の対象事項 

 本件請求は、主に、本件財務会計行為の前提となる非財務会計行為（関越自

動車道高架下活用計画。以下「先行行為」という。）について、違法性・不当性

を主張することにより、当該財務会計行為も違法・不当であると主張している。

先行行為自体は財務会計行為には当たらないが、財務会計行為との関係等を総

合的に考慮し、先行行為についての違法性・不当性について判断することとし

た。 

 そのうえで、監査の対象事項を「本件財務会計行為の前提となる本件計画は、

違法性・不当性を有するか」および「本件財務会計行為は、違法性・不当性を

有するか」とした。 

 なお、本件請求は平成26年８月26日に受け付けた。したがって、本件請求

のうち、つぎの内容については、法第242条第２項に規定する監査請求の期間

（１年間）を経過しており、かつ請求の期間徒過について正当な理由がある旨

を主張していないため、監査の対象としない。 

⑴ 関越自動車道高架下活用施設基本設計等委託業者選定委員会委員謝礼の支

払いについて（支出執行日：平成25年４月10日 支出金額：30,000円） 

⑵ 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会委員謝礼の支払いについて（支出

執行日：平成25年５月23日 支出金額：39,000円） 

⑶ 関越自動車道高架下活用区間用地測量委託（支出執行日：平成 25年５月

27日 支出金額：8,504,769円） 

⑷ 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成 25

年６月13日 支出金額：2,485,000円） 



 

 

 - 4 - 

⑸ 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成 25

年６月13日 支出金額：3,774,000円） 

⑹ 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成 25

年６月13日 支出金額：1,597,000円） 

⑺ 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成 25

年６月13日 支出金額：1,780,000円） 

⑻ 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成 25

年６月13日 支出金額：2,264,000円） 

⑼ 第２回「関越自動車道高架下活用施設建設懇談会」地域交流スペース・倉

庫部会の開催に伴う委員謝礼の支出（支出執行日：平成25年６月28日 支

出金額：9,000円） 

⑽ 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会スポーツ関連スペース部会に係る

経費の支出について（支出執行日：平成25年６月28日 支出金額：10,000

円） 

⑾ 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会第二回リサイクルセンター部会委

員謝礼の支払いについて（支出執行日：平成25年７月３日 支出金額：10,000

円） 

⑿ 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会第三回リサイクルセンター部会委

員謝礼の支払いについて（支出執行日：平成25年８月２日 支出金額：10,000

円） 

⒀ 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会スポーツ関連スペース部会に係る

経費の支出について（２）（支出執行日：平成 25年８月23日 支出金額：9,000

円） 

 なお、上記⑵、⑾、⑿および⒀について合計11,000円の精算戻入を行ってい

る。 

２ 監査対象部署 

 企画部企画課（以下「企画課」という。）および会計管理室を監査対象部署と

した。 

３ 監査対象部署からの事情聴取等 

 監査対象部署に対して関係書類の提出を求めるとともに、平成 26年９月 26

日に本件住民監査請求について事情聴取を行った。 

４ 請求人の証拠の提出および陳述 

 請求人に対し、法第242条第６項の規定に基づき、平成26年９月22日に証

拠の提出および陳述の機会を設けたところ、請求人は、新たな証拠を提出する

とともに、陳述においてつぎのとおり主張事実の補足を行った。 

（陳述の要旨） 

 企画課の作成した「関越自動車道高架下活用区間環境影響調査【概要版】」で

は、騒音調査において最もゆるやかな環境基準値（以下「基準値」という。）「昼
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間70デシベル、夜間65デシベル以下」を採用し、測定結果「昼間63デシベル、

夜間58デシベル」を基準値以下としている。さらに、国土交通省の「騒音の新

環境基準（抜粋）」によれば、療養施設・社会福祉施設等は地域類型「ＡＡ」の

基準値「昼間50デシベル、夜間40デシベル以下」を適用するのが望ましく、

この数値をはるかに超える本件計画の活用予定区間に高齢者センターを建設す

る区の判断は、不当である。 

 上記のほか、請求人は第１の３に記載の請求内容を補足する陳述を行った。 

 

第３ 監査の結果 

 監査の結果、合議により、本件請求の主張には理由がなく、措置請求は認め

られないとの結論に至った。 

 以下、事実関係の確認、監査対象部署の見解および判断について述べる。 

１ 事実関係の確認 

⑴ 本件計画について 

 区が策定した「関越自動車道高架下施設整備基本方針」によると、本件計

画は、関越自動車道高架下空間の有効活用を積極的に行うことにより、区民

生活の向上と地域の活性化を図ることを目的として、区が定めた計画である

（平成23年１月策定）。 

 活用予定区間を大泉ジャンクションから大泉学園通りまでの延長約１km

にわたる関越自動車道の高架下とし、整備予定施設を高齢者センター、リサ

イクルセンター、スポーツ関連スペース、地域交流スペースおよび倉庫とし

ている。 

  ＜計画策定後の主な経過＞ 

   平成23年２月､８月 区が「関越自動車道高架下活用区間環境影響調査」

を実施 

   平成25年１月18日 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以

下「機構」という。）が、利用計画等検討会、意見募

集を経て「関越自動車道新潟線高架下利用計画（練

馬区区間）」（以下「機構利用計画」という。）を策定 

   平成25年３月    区が機構利用計画に基づき「関越自動車道高架下施

設整備基本方針」を策定 

   平成26年７月17日 区が道路法第32条に基づき、東日本高速道路株式会

社（以下「ＮＥＸＣＯ東日本」という。）を通じ機構

理事長宛て、道路占用許可申請書５件（高齢者セン

ター、リサイクルセンター、スポーツ関連スペース・

地域交流スペース、倉庫１、倉庫２）を提出 

   平成26年10月３日 上記申請に対し、道路法第33条に基づき平成26年

９月 26日付けで機構理事長から区長宛てに発出さ
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れた道路占用許可書（総管第7868号、第7869号、

第7870号、第7871号および第7872号により５件全

て）を、区が受領 

⑵ 17号通達について 

 国土交通省道路局長が、各地方整備局長、北海道開発局長、沖縄総合事務

局長および機構理事長宛てに発出した文書で、「高架の道路の路面下及び道路

予定区域は、直接には通行の用に供していない道路空間であり、まちづくり

や賑わい創出などの観点から、その暫定利用を含め一層の有効活用を推進す

べきところである。」として、基本方針や高架下等利用計画の策定、高架下の

占用に関する留意事項等について示した文書である。 

⑶ 19号通達について 

 国土交通省道路局路政課長が、各地方整備局道路部長、北海道開発局建設

部長、沖縄総合事務局開発建設部長および機構総務部長宛てに発出した文書

で、17号通達を受けて、高架下等利用計画策定に係る留意事項や、占用許可

基準等について示した文書である。 

⑷ 「有料道路「東京川越道路」新設の協議について」（昭和41年１月８日40

建建路収第654号の４）（以下「昭和41年文書」という。）について 

 関越自動車道の前身である有料道路「東京川越道路」新設に当たり、東京

都知事が日本道路公団総裁宛てに発出した文書で、「沿道住民に及ぼす影響が

極めて大きいので、工事の施行に際しては、下記の事項を遵守されたい。」と

して６項目をあげている。そのうちの１項目として「３ 盛土構造による道

路は、将来両側の沿道区域の土地利用及び発展を阻害する恐れがあるので、

やむをえない場合のほか、高架構造道路とすること。」との記載がある。 

⑸ 東京都議会建設労働委員会速記録について 

 昭和40年11月29日付け昭和40年第３回定例会東京都議会建設労働委員

会速記録第 19号、同 40年 12月 15日付け同第 22号、および同 40年 12月

16日付け同第 23号において、有料道路の新設に関する協議中、当該道路に

関する質疑についての記載が認められる。 

⑹ 騒音に係る環境基準（平成10年９月30日環境庁告示第64号。以下「環境

省告示」という。）について 

 環境基本法（平成５年法律第91号）第16条第１項の規定に基づき、騒音

に係る環境上の条件について、人の健康を保護し、生活環境を保全する上で

維持されることが望ましい基準（以下「環境基準」という。）を定めている。

これに基づき環境省告示「第１ 環境基準」において、地域の類型と時間の

区分ごとに基準値を示し、各類型を当てはめる地域は都道府県知事が指定す

るとしている。 
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⑺ 騒音に係る環境基準の地域類型の指定（平成11年３月10日東京都告示第

259号。以下「東京都告示」という。）等について  

 東京都知事が指定することとされた⑹の各類型について定めており、地域

類型をＡＡ、Ａ、ＢおよびＣとしている。また東京都環境局のホームページ

によれば地域類型の当てはめ、地域の区分、時間の区分ごとの基準値を示し

ている。併せて、幹線交通を担う道路に近接する空間については、各類型に

かかわらず特例基準を適用する旨についても示している。なお、幹線交通を

担う道路については、平成10年９月30日付け大気保全局長通知により、高

速自動車国道、一般国道等が示されている。 

⑻ 「高架下利用計画（案）に対する意見募集結果について」について 

 機構が、機構利用計画を策定するに当たり、機構利用計画（案）について

平成24年11月26日～12月10日にわたり意見募集期間を設け、提出された

意見234件についての概要および見解を公表している。 

⑼ 監査の対象とする財務会計行為について 

ア 平成25年度予算に係る支出 

(ｱ) 第３回「関越自動車道高架下活用施設建設懇談会」地域交流スペー

ス・倉庫部会の開催に伴う委員謝礼の支出（支出執行日：平成 25年８

月29日 支出金額：9,000円） 

(ｲ) 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会第四回リサイクルセンター

部会委員謝礼の支払いについて（支出執行日：平成25年10月17日 支

出金額：10,000円） 

(ｳ) 第４回「関越自動車道高架下活用施設建設懇談会」地域交流スペー

ス・倉庫部会の開催に伴う委員謝礼の支出（支出執行日：平成 25年 11

月13日 支出金額：9,000円） 

(ｴ) 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会スポーツ関連スペース部会

に係る経費の支出について（３）（支出執行日：平成25年11月18日 支

出金額：9,000円） 

(ｵ) 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会スポーツ関連スペース部会

に係る経費の支出について（４）（支出執行日：平成25年11月20日 支

出金額：1,000円） 

(ｶ) 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会高齢者センター部会委員謝

礼の支払について（支出執行日：平成25年12月16日 支出金額：26,000

円） 

(ｷ) 第５回「関越自動車道高架下活用施設建設懇談会」地域交流スペー

ス・倉庫部会の開催に伴う委員謝礼の支出（支出執行日：平成 26年１

月23日 支出金額：9,000円） 

(ｸ) 関越自動車道高架下活用施設建設懇談会委員謝礼の支払いについて

（執行年月日：平成26年３月19日 支出金額：39,000円） 
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(ｹ) 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成

26年４月16日 支出金額：5,846,000円） 

(ｺ) 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成

26年４月16日 支出金額：8,880,000円） 

(ｻ) 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成

26年４月16日 支出金額：3,758,000円） 

(ｼ) 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成

26年４月16日 支出金額：4,187,000円） 

(ｽ) 関越自動車道高架下活用施設基本設計等業務委託（支出執行日：平成

26年４月16日 支出金額：5,329,000円） 

 なお、上記(ｱ)、(ｲ)、(ｳ)、(ｴ)、(ｵ)、(ｷ)および(ｸ)について合計15,000

円の精算戻入を行っている。 

イ 平成26年度予算に係る支出 

(ｱ) （仮称）練馬区立関越自動車道高架下地域交流スペース等新築工事許

可申請等業務委託（執行年月日：平成 26年５月 22日 支出金額：

2,100,000円） 

(ｲ) （仮称）練馬区立大泉リサイクルセンター（道路公園管理事務所併設）

および（仮称）練馬区立大泉高齢者センター新築実施設計等業務委託（執

行年月日：平成26年７月15日 支出金額：12,035,850円） 

(ｳ) （仮称）練馬区立大泉リサイクルセンター（道路公園管理事務所併設）

および（仮称）練馬区立大泉高齢者センター新築実施設計等業務委託（執

行年月日：平成26年７月15日 支出金額：11,464,150円） 

ウ 平成26年度予算に係る未執行分 

(ｱ) （仮称）練馬区立関越自動車道高架下地域交流スペース等新築工事許

可申請等業務委託（執行予定金額：4,920,000円） 

(ｲ) （仮称）練馬区立関越自動車道高架下地域交流スペース等新築工事に

伴う道路線形変更測量業務委託（執行予定金額：491,400円） 

２ 監査対象部署の見解 

 平成26年９月26日および10月３日付けで企画部長から提出された書面、な

らびに平成26年９月19日付けで会計管理室長から提出された書面の内容は、

概ねつぎのとおりである。 

⑴ 企画課の見解１ 

ア 関越自動車道高架下活用計画の概要 

(ｱ) 関越自動車道高架下の活用に係る法的根拠および手続 

 高架の道路の路面下については、国土交通省が従来の「抑制の方針」

から、まちづくり・賑わい創出等の観点から「有効活用を推進する方針」

へと転換した。関越自動車道高架下を区が占用する場合は、まず、道路

管理者である機構が、利用計画検討会を開催し、練馬区の要望を踏まえ
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た高架下等利用計画を策定することが必要となる。そのうえで、道路法

第 32条および道路整備特別措置法第８条により、区が、ＮＥＸＣＯ東

日本を経由して、機構へ占用許可申請をし、許可を取得する必要がある。

機構が占用許可を行うに当たっては、あらかじめ本来道路管理者である

国土交通大臣の承認を受けなければならないとされている。 

(ｲ) 練馬区の検討経過 

 国の方針転換を踏まえ、区では関越自動車道高架下空間について「区

民が利用する可能性のある貴重な空間」として位置付けて検討を開始し、

３回の住民説明会開催など区民の意見を聴取したうえで、平成 23年１

月に区民生活の向上と地域の活性化を図ることを目的として本件計画

を定めた。同年２月と８月には騒音・振動・大気汚染・通風・側道交通

量について環境影響調査を実施し、現況は環境基準等を満たし、施設整

備後も環境の変化はほとんどないという結果であった。 

 平成23年10月には、本件計画に基づく活用の早期実現を求める陳情

が区議会において採択された。 

 平成24年11月に、機構は利用計画等検討会を開催し、その後パブリ

ックコメントを経て、平成 25年１月に本件計画を踏まえ、当該区間に

係る機構利用計画を決定した。区はこの機構利用計画に基づき、平成25

年３月に「関越自動車道高架下施設整備基本方針」を策定した。 

 平成 25年度には、区は公募による地域住民や関係団体等で構成する

「関越自動車道高架下活用施設建設懇談会」を設置し、住民・施設利用

者等の意見を聞きながら施設整備内容の検討を行った。その検討内容に

ついては、平成26年４月に区長決定し、同年５月10日に開催した住民

説明会において住民に説明し、意見を聴取した。 

 このような検討経過を踏まえ、区として望ましい施設整備のあり方を

占用許可申請書として取りまとめ、平成 26年７月 17日に区長決定し、

同日、ＮＥＸＣＯ東日本を通じて、機構理事長宛てに提出した。 

(ｳ) 整備予定施設の概要 

ａ 高齢者の健康増進施設【高齢者センター】 

 区内在住の60歳以上を対象に、介護予防、健康の増進、教養の向上、

レクリエーション等の事業や場所の提供をする施設。区内に４か所設

置する計画だが、大泉地区は空白地域となっている。 

ｂ 環境学習活動施設【リサイクルセンター（道路公園管理事務所 併

設）】 

 地域のリサイクル活動の普及促進や環境学習活動の中心施設として、

展示、家具販売、図書貸出し、学習会やイベントの実施等の事業を行

う施設。区内に４か所設置する計画だが、大泉地区は空白地域となっ

ている。また、水防時対策拠点として、水防用品等を格納し、対策時



 

 

 - 10 - 

には職員活動拠点とする道路公園管理事務所を併設する。 

ｃ スポーツ関連スペース 

 子どもから高齢者まで、地域住民およびスポーツ団体が気軽に利用

できるフットサルコート・バスケットボールコート等のスポーツ施設 

ｄ 地域交流スペース 

 施設周辺の地域住民および地域団体が、各種イベントや防災訓練等、

多目的に活用できるスペース 

ｅ 倉庫 

 区内の町会・自治会等の地域団体が所有するイベント用の資器材や

各種防災用資機材等を収納する倉庫。 

イ 本件措置請求に対する区の主張 

(ｱ) 人格権を侵害するとの主張について 

 何をもって人格権を侵害するのかといった内容が抽象的であるが、理

由として挙げられているのは都市分断の防止および高架道路の安全管

理等である。 

ａ 占用許可基準の一つとして、「都市分断の防止又は空地確保を図る

ため高架の道路とした場合の当該高架下の占用（公共の用に供する広

場、公園、運動場であって都市の分断の防止又は空地確保に資するも

のを除く。）でないこと。」と規定されている。 

 この点に関して請求人が根拠とする昭和41年文書には、「盛土構造

による道路は、将来両側の沿道区域の土地利用及び発展を阻害する恐

れがあるので、やむをえない場合のほか、高架構造道路とすること。」

と記載されている。その趣旨は、東京都議会での審議を踏まえ、将来

の両側の沿道区域の土地利用および発展を促すために要請されたもの

であり、「都市分断の防止又は空地確保を図るため高架の道路とした場

合」には該当しないと考える。また、活用予定区間は、区道等により

南北・東西とも往来可能であり、オープンスペースも充分確保されて

いる。さらに本件計画は、現在閉鎖されている高架下空間に地域住民

の交流の場を新たに創出することで、むしろ沿道地域の連続性を高め、

地域の活性化に資するものである。 

 道路管理者であり占用の許可権者である機構が、上記の区の考え方

を踏まえて機構利用計画を作成したのであるから、本件計画は占用許

可基準に抵触するものではなく、「区の活用計画は著しく妥当性を欠き、

重大な違法性を有する」との請求人の主張は失当である。 

 一方、区内に整備済みの高齢者センター、リサイクルセンターやス

ポーツ施設等の周辺で住民の生命、身体、精神および生活が著しく害

されているという事例はなく、環境影響調査においても施設整備後の

環境の変化はほとんどないという結果であった。「本件計画が実施され
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れば周辺住民の生命、身体、精神及び生活が著しく害される」との請

求人の主張は、根拠が不明である。 

ｂ 高架道路の安全管理および耐震の状況について 

 活用予定区間における高架道路については、日常的な点検とともに、

目視点検を年１回、たたき点検等による詳細な全体点検を５年に１回

の頻度で実施し、必要な補修を行っていることをＮＥＸＣＯ東日本に

確認している。 

 また、平成７年に発生した阪神・淡路大震災を受け、高架橋脚の耐

震設計基準の見直しが行われ、この新基準に基づき高速道路等の耐震

補強が行われた結果、東日本大震災において、東北管内の高速道路お

よび直轄国道の2,607の橋については、津波により流失した５つの橋

を除き、落橋はなかったことが報告されている。 

 当該高架道路についても、国の技術基準（道路橋示方書）に則って

耐震補強工事が行われており、東日本大震災後である平成24年に改訂

された基準（平成24年２月16日国土交通省都市局長通知により通知）

で想定されている地震動に対する耐震性能を有していると、ＮＥＸＣ

Ｏ東日本に確認している。 

 請求人の「高架下の施設利用者および周辺住民の生命・身体等に具

体的な危険がある」という主張は、上記の点検・補修や耐震補強の状

況は考慮されておらず妥当でない。 

(ｲ) 占用許可基準に違反するとの主張について 

 区が平成26年７月17日に、機構理事長宛てに提出した占用許可申請

書については、以下のとおり、各種法令・基準を踏まえて取りまとめた

ものであり、違反するものではない。 

ａ 占用許可基準１⑵(ｱ)「都市分断の防止又は空地確保を図るため高

架の道路とした場合」には該当しない。 

ｂ 占用許可基準１⑵(ｲ)「緊急の場合に備え、原則として、市街地に

あっては最低約 30ｍごとに横断場所を確保しておくこと。」について

は、南北方向の横断について約30ｍごとに緊急の場合に備えて横断可

能な場所を確保するよう設計する。 

ｃ 占用許可基準１⑵(ｶ)「天井は、原則として高架の道路の桁下から

1.5ｍ以上空けること。」については、整備予定施設のうち離間距離が

1.5ｍ未満である箇所については、高架道路の点検や補修等により離隔

が必要となった場合に、ＮＥＸＣＯ東日本の指示に従って離隔を図る

ことができるよう、取り外し式または可倒式の構造とするよう設計し

ている。 

ｄ 占用許可基準１⑵(ｷ)「壁体は、原則として、高架の道路の構造を

直接利用しないものであるとともに、橋脚から1.5ｍ以上空けること。」
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については、整備予定施設のうち橋脚からの離間距離が 1.5ｍ未満と

なっている箇所については、高架道路の点検や補修等により離隔が必

要となった場合に、ＮＥＸＣＯ東日本の指示に従って離隔を図ること

ができるよう取り外し式の構造とし、また、通常の目視点検を行える

よう、渡り廊下と橋脚との間に70cm以上の離間距離を確保するよう設

計している。 

ｅ 区の占用許可申請においては高架道路の目視点検等を行うスペー

スを確保できるように留意している。 

(ｳ) 高架の道路の保全に支障がない場合に認められるという規定に違反

するとの主張について 

 請求人は、区活用計画は占用許可基準１⑵の(ｱ)(ｲ)(ｶ)(ｷ)に違反する

ので、｢高架の道路の保全に支障がない場合｣に該当しないと主張するが、

本件計画は占用許可基準に違反するものではない。 

 平成26年７月17日の占用許可申請書の提出後、ＮＥＸＣＯ東日本か

ら「ＮＥＸＣＯ東日本が高架道路構造物の点検等を行う場合に、効率的

に点検等を行うことができるよう協力してほしい」との確認があり、８

月 20日には、占用許可申請書に添付した全ての平面図に「高所作業車

による点検等を行う場合の進入場所・方法については、東日本高速道路

株式会社の指示を踏まえて対応する。」と追記し、再提出した。今後、

区は施設整備を行うに当たって、ＮＥＸＣＯ東日本の指示に基づき、高

架道路の保全に支障がないよう対応していくこととしているため、高架

の道路の保全に支障が生じることはないと考える。 

(ｴ) 練馬区福祉のまちづくり推進条例31条に違反するとの主張について 

 同条例第31条では、「不特定かつ多数の者が利用し、または主として

高齢者、障害者等が利用する廊下等は、階段、傾斜路等（以下「階段等」

という。）の下においては、安全に歩行するために必要な高さおよび空

間を確保しなければならない。ただし、階段等の構造上やむを得ず確保

することができない場合は、主として視覚障害者に配慮した安全な措置

を講じるものとする。」と規定している。区が機構に提出した占用許可

申請書において、階段等の下に廊下等を設置する計画はないため、同条

の適用はない。 

 一方、同条例第37条第１項第２号では、「当該移動等円滑化経路を構

成する廊下等は、つぎに掲げるものであること。ただし、中規模建築物

については、この限りでない。」とあり、「ア 幅は、140センチメート

ル以上とすること。」等としている。この規定を含めて、整備予定施設

において該当する同条例の基準については、区が機構に提出した占用許

可申請書において全て満たしており、条例の規定に違反するものではな

い。 
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(ｵ) 区の見解 

 上記(ｱ)から(ｴ)までのとおり、区の活用計画は何ら違法性を有するも

のではなく、個人の人格権を侵害するものではない。請求人の「著しく

妥当性を欠き、重大な違法性を有する」との主張は失当である。 

 区が行った財務会計行為は、区議会の議決を経て成立した予算を、長

の予算執行権に基づき支出したものであり、違法・不当なものではない。 

⑵ 企画課の見解２ 

 環境省告示により、「環境基準は、地域の類型及び時間の区分ごとに次表の

基準値の欄に掲げるとおりとし、各類型を当てはめる地域は、都道府県知事

が指定する。」とされている。 

 ただし、「幹線交通を担う道路に近接する空間」については、上記基準値に

よらない特例として、昼間は70デシベル以下、夜間は65デシベル以下とい

う基準値が設けられている。「幹線交通を担う道路」については、環境庁大気

保全局長通知（平成10年９月30日 環大企第257号）により「道路法第３

条に規定する高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び市町村道」等とさ

れており、関越自動車道はこれに該当する。また、「幹線交通を担う道路に近

接する空間」とは、「車線数の区分に応じ道路端からの距離によりその範囲を

特定する」とされており、「２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路」

については道路端から20ｍの範囲とされている。 

 このことから、活用予定区間については「幹線道路を担う道路に近接する

空間」の基準値が適用される。区が平成23年２月に実施した環境影響調査で

は、活用予定区間における現況の騒音レベルについて昼間の平均値は62～63

デシベル、夜間の平均値は56～58デシベルであり、昼間・夜間ともに環境基

準を下回っていた。また、施設整備後の影響予測においても、騒音レベルは

0.1デシベルの増加と予測しており、整備後においても環境基準を下回ると

いう結果であった。 

 また、環境省告示および東京都告示によれば、地域類型「ＡＡ」を当ては

める地域は「療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に

静穏を要する地域」であり、「清瀬市の区域のうち松山３丁目１番、竹丘１丁

目17番、竹丘３丁目１番から３番まで及び竹丘３丁目10番の区域」とされ

ており、練馬区内に地域類型「ＡＡ」に該当する地域はない。 

⑶ 会計管理室の見解 

ア 会計管理室長の職務について 

(ｱ) 会計管理室長は、練馬区会計管理室設置規則（平成 19年６月練馬区

規則第 74号）第３条に基づき設置されている。そして、同条第２項に

おいて「室長は、会計管理者をもって充てる。」と規定されており、本

件対象支出を会計管理者名義で行ったものである。 

(ｲ) 会計管理者は法第168条に基づき設置されており、その職務権限は法
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第170条に定められている。本件対象支出に関わる規定としては法第170

条第２項第６号および同法第232条の４が挙げられる。 

(ｳ) これらの規定および練馬区会計事務規則（昭和 39年９月練馬区規則

第３号。以下「会計規則」という。）第 12条および第 60条に基づき、

会計管理室長は会計管理者として支出事務を担任しているものである。 

イ 本件措置請求に対する反論 

 請求人は、本件計画が著しく妥当性を欠き、重大な違法性を有するため

本件対象支出が違法・不当である旨主張するが、当該主張は以下の理由に

より失当である。 

(ｱ) 法第232条の４第２項は「会計管理者は、前項の命令を受けた場合に

おいても、当該支出負担行為が法令又は予算に違反していないこと及び

当該支出負担行為に係る債務が確定していることを確認したうえでな

ければ、支出をすることができない。」と規定する。同規定を受け、会

計規則第12条では、会計管理者の審査および確認の規定を置いている。

これらの規定に基づき会計管理者が支出命令を審査する場合、原則とし

て書類に基づく形式審査をもって足りると解されており（行政実例 昭

和33年２月８日）、必要があると認めるときは、実地調査等の方法によ

る実質的な審査の後に確認を行うこともできると解されている。 

(ｲ) そこで、本件対象支出については当該規定に基づき支出負担行為の確

認をし、正当な債権者によって契約内容等が履行されていること、債務

金額が確定していること、支払期が到来していること等を確認のうえ支

出を行ったものである。また、本件対象支出に関し実地調査等を必要と

する特段の事情も認められなかった。したがって、会計管理室長が会計

管理者として行ったこれら一連の手続には何ら瑕疵はなく、また審査上

明白な法令違反事項も存在していない。なお、本件対象支出のうち報償

費については、法第 232条の５第２項および会計規則第 82条に定める

資金前渡により行った。 

(ｳ) 以上のことから、会計管理室長が行った支出行為に請求人が主張する

ような違法・不当な事項は存在しない。 

３ 判断 

 以上の事実関係の確認および監査対象部署への事情聴取、関係書類の調査等

に基づき、本件措置請求についてつぎのとおり判断する。 

⑴ 本件計画の違法性・不当性について 

ア 本件計画は、請求人らを含む周辺住民の生命、身体、精神および生活に

関する利益を侵害するものであるか 

(ｱ) 請求人は、関越自動車道が高架とされた理由を「地域分断を避け、災

害時の避難路を確保し、住宅地の通風を確保する必要があったため」と

している。その根拠として陳述時に昭和 41年文書を示し、補足説明を
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行った。 

 しかしながら、当該文書には「盛土構造による道路は、将来両側の沿

道区域の土地利用及び発展を阻害する恐れがあるので、やむをえない場

合のほか、高架構造道路とすること。」との記載があるに過ぎないこと、

東京都議会建設労働委員会の議事録によれば、都道、特別区道等、在来

道路との立体交差が可能な構造について配慮する旨の議論がなされて

いることから、昭和 41年文書をもって、高架とされた理由を請求人の

主張する事由に限定する根拠とすることは困難であり、本件計画が建設

当時の経緯・趣旨に反するとは認められない。 

(ｲ) 請求人は中央自動車道笹子トンネルでの崩落事故や、首都直下地震の

起きる現実的可能性を例示して、当該高架下利用者および周辺住民の生

命、身体等の危険性を主張している。 

 しかしながら、機構の作成した「高架下利用計画（案）に対する意見

募集結果について」によると、ＮＥＸＣＯ東日本が、当該区間について

は耐震補強工事を実施し平成 24年に改訂された国の技術基準で想定さ

れている地震動に対する耐震性能を有するとしていること、定期的な点

検および必要な補修を行っていること、今後必要な落下物対策について

区と協議のうえ講ずる予定があるとしていることから、当該高架下の安

全確保について対策が講じられていることが認められる。 

 また、区は「関越自動車道高架下施設整備基本方針」において、周辺

の住環境や高架下空間の特殊性への配慮などに留意するとしている。 

(ｳ) 請求人は、高齢者センターの建設地には、環境省が「騒音に係る環境

基準について」で定めた地域の類型「ＡＡ」の基準値を適用するのが望

ましく、区が本件計画の活用予定区間で行った騒音調査の結果はこの数

値をはるかに上回るものであり、同センターを建設するのは不当である

としている。 

 しかしながら、請求人が引用している環境省告示の基準によれば、「Ａ

Ａを当てはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置され

る地域など特に静穏を要する地域とする。」とあり、各類型を当てはめ

る地域は都道府県知事が指定するとされている。東京都告示によると、

「ＡＡ」を当てはめる地域を清瀬市の一部地域に限定しており、練馬区

内には該当地域が無いことが認められる。また、当該活用予定区間は、

「幹線交通を担う道路に近接する空間」に該当し、地域の類型にかかわ

らず特例基準が適用され、区が行った騒音調査結果はこの基準を満たし

ていることが認められる。 

 以上のことから、本件計画が請求人らを含む周辺住民の生命、身体、精

神および生活に関する利益を侵害するとは言えず、請求人の主張は認めら

れない。 
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イ 本件計画は、19号通達による占用許可基準を充足しておらず、ひいては

道路法第33条の道路占用許可基準に違反する違法・不当なものであるか 

 占用許可基準の各項目については、区が機構に提出した道路占用許可申

請書において、横断可能な場所の確保や壁体からの離隔が必要な場合の対

応策など、所要の措置が講じられていることが認められる。この申請に対

し、道路整備特別措置法第８条第１項第 14号により国土交通大臣に代わ

って道路占用許可権限を行う機構理事長から、平成26年９月26日付けで

道路占用許可書が発出されており、本件計画は占用許可基準に違反するも

のとは言えない。 

 以上のことから、本件計画は 19号通達による占用許可基準および道路

法第 33条の道路占用許可基準に違反するという請求人の主張は採用でき

ない。 

ウ 本件計画は、17号通達の留意事項に該当せず、違反しているか 

 請求人は、本件計画が 19号通達の占用許可基準１⑵の(ｱ)(ｲ)(ｶ)(ｷ)に

違反しているため、17号通達の留意事項「高架の道路の保全に支障がない

場合」に該当せず違反すると主張している。しかしながら、上記イで述べ

たとおり、本件計画は占用許可基準１⑵の(ｱ)(ｲ)(ｶ)(ｷ)に違反するものと

は言えないため、請求人の主張は採用できない。 

エ 本件計画は、練馬区福祉のまちづくり推進条例第31条に違反するか 

 区が機構に提出した占用許可申請書において、本件計画中、同条例第31

条の適用を受ける計画内容は認められなかった。したがって、本件計画は

同条に違反するという請求人の主張は採用できない。 

 なお、請求人は、高齢者センターの廊下幅は 1.8ｍ程度は必要としてい

るが、同条例第 37条第１項第２号では廊下等の幅を 140㎝以上と規定し

ており、許可申請書によれば高齢者センターの廊下幅を150㎝としている

ことから、同条の規定も満たしていることが認められる。 

 以上アからエまでで述べたとおり、本件財務会計行為の前提となる本件計

画が違法・不当であるとは言えない。 

⑵ 本件財務会計行為の違法性・不当性について 

 本件財務会計行為について、起案書、契約書、支出命令書等により支出負

担行為、支出等の手続について確認したところ、法令等に則って適正に処理

されていることが認められた。したがって、本件財務会計行為は違法・不当

であるとの請求人の主張は認められない。 

 以上のことから、本件財務会計行為には違法・不当な点は認められず、その

前提となる先行行為である本件計画についても、違法性・不当性を有するとは

認められない。したがって、請求人の主張には理由がなく、棄却するのが相当

であると判断する。 
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４ おわりに 

 約１㎞にも及ぶ高速道路の高架下に複数の施設を整備する事業は、区にとっ

て初めての取組である。今後も区は、施設の整備と運営に当たり、機構やＮＥ

ＸＣＯ東日本などの関係機関と十分な協議を重ねるとともに、地域住民に丁寧

な説明を行うよう努められたい。 

  


